
土地・ 建物等の譲渡に係る 所得税（ 国税）・ 住民税（ 地方税）

　 課税譲渡所得

◎取得費

　 売却し た土地や建物を 取得し たと き の購入代金

や購入手数料など です。 実際の取得費が譲渡価額

の5％未満のと き は、譲渡価額の5％と する こ と が

でき ま す。

◎譲渡費用

　 土地や建物を 売却する ために直接支出し た費用

で、仲介手数料、印紙代、借家人を 立ち退かせる 場

合の立退料、建物を 取り 壊し て土地を 売却する 場

合の取壊し 費用など です。

個人が土地や建物など を 譲渡し たと き に生ずる 所

得（ 譲渡所得）に対し ては、他の所得と 分離し て国税

であ る 所得税・ 復興特別所得税、地方税であ る 住民

税（ 都民税・ 区市町村民税）が課税さ れま す。 　

こ の譲渡所得は、その対象と なる 土地や建物など

の所有期間が、譲渡し た年の1 月1 日現在で

①5 年を 超える 場合が長期譲渡所得

②5 年以下の場合が短期譲渡所得

　 と なり 、税額の計算も 別々に行いま す。
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詳細については、所得税は所轄する 税務署（ 81、82 ページ参照）に、住民税は区市役所又は町村役場（ 79、80 ページ参照）にお問い合わせく ださ い。
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4 0

　 納める額

1 　 長期譲渡所得の場合

（ 注1）居住用財産の譲渡に係る 長期譲渡所得の軽減税率の

特例は49 ページを ご覧く ださ い。

（ 注2）優良住宅地の造成等のために土地等を 譲渡し た場合

の長期譲渡所得の特例は50 ページを ご覧く ださ い。

2 　 短期譲渡所得の場合

（ 注）国又は地方公共団体等に対する 土地等の譲渡に係る 短

期譲渡所得に つい て は、所得税・ 復興特別所得税

15.315％、住民税5％と なり ま す。

◎特別控除額

　 次のいずれかに該当する 金額です。

  （ 注1）上記①から ⑥までは、短期・ 長期どちら の譲渡所得か
ら も 、上記⑦は、長期の譲渡所得のみから 、控除する
こ と ができ ま す。 なお、特別控除額は、その年の譲渡
益の全体を通じ て、合計5,000万円が限度と なり ます。

  （ 注2）上記②及び③に該当する 譲渡があ っ た場合の特別
控除額は、それら の譲渡に係る 譲渡所得の金額に
対し て 3,000 万円が限度と なり ま す。

  （ 注3）上記③は、平成28 年4 月1 日か ら 令和9 年12 月31
日ま での間に譲渡し た 場合に、適用さ れま す。

税額 ＝ 課税長期譲渡所得金額 

 × 所得税・ 復興特別所得税15.315％、住民税5％

税額 ＝ 課税短期譲渡所得金額 

 × 所得税・ 復興特別所得税30.63％、住民税9％

①収用対象事業のために土地や建
　 物を 譲渡し た場合

②自己の居住の用に供し ている 家
　 屋やその敷地を譲渡し た場合

③被相続人の居住の用に供し ていた
　 家屋やその敷地を譲渡し た場合

④特定土地区画整理事業など のた
　 めに土地等を 譲渡し た場合

⑤特定住宅地造成事業など のため
　 に土地等を譲渡し た場合

⑥農地保有の合理化など のために
　 農地等を譲渡し た場合

⑦低未利用土地等を 譲渡し た場合

5,000 万円

3,000 万円

3,000 万円

2,000 万円

1,500 万円

800 万円

100 万円

種　 　 　 　 　 類 控除額

　 　 令和6 年1 月1 日以後の譲渡については、被相続人の
居住の用に供し ていた家屋やその敷地を 取得し た相
続人の人数が3 人以上であ る 場合における 特別控除
額が2,000万円と なり まし た。

（ 注4）上記⑦は、令和2 年7 月1 日か ら 令和7 年12 月31 日
ま での間に譲渡し た場合に、適用さ れま す。

（ 注5）平成21 年1 月1 日から 平成22 年12 月31 日ま での間
に取得し た土地等で、譲渡し た年の1 月1 日において
所有期間が5年を 超える も のを 譲渡し た場合には、そ
の年中の当該譲渡に係る 譲渡所得の金額から 1,000
万円（ その譲渡所得の金額が1,000 万円に満た な い
場合は、その譲渡所得の金額）が控除さ れま す。
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4 1

　 居住用財産の譲渡所得に係る課税の特例

 1 　 特定の居住用財産の買換えの特例

　 令和5 年12 月31 日ま でに、以下の要件に該当する

自己の居住用財産を 譲渡し て、代わり の住宅を 取得

し た 場合には、譲渡資産の売却価額から 新し い住宅

の取得価額を 差し 引いた額にのみ課税さ れる、買換

えの特例が受けら れま す。 し た がっ て、買換資産の

取得価額が譲渡資産の売却価額を 上回る と き は、課

税対象と なり ま せん。 な お、譲渡益が非課税と なる

わけではなく 、課税は将来における 買換資産の譲渡

時に繰り 延べら れま す。

≪主な適用要件≫

①譲渡資産及び買換資産が、と も に日本国内にあ る

こ と

②譲渡し た年の1 月1 日において、譲渡し た居住用財

産の所有期間が10 年を 超えている こ と

③譲渡する 日現在で、譲渡者の居住期間が10 年以上

である こ と

④譲渡資産の譲渡に係る 対価の額が1億円以下である こ と

⑤譲渡先が親族など 特別の間柄でないこ と

⑥譲渡し た年の前年から 譲渡し た年の翌年ま での3

年間に、買い換える 住宅を 取得する こ と

⑦取得する 家屋の居住部分の床面積が50 ㎡以上であ

る こ と

⑧取得する 土地の面積が500 ㎡以下である こ と

⑨取得する 住宅が中古住宅であ る 場合には、新築後

経過年数が25 年以内である こ と

　 ※ただし 、中古住宅の取得をし た場合で、当該中古住宅が地

震に対する 安全上必要な構造方法に関する 技術的基準又

はこ れに準ずる も のに適合する 一定の建築物である 場合

は、建築年数の制限はあり ま せん。

⑩買い換えた住宅を、その取得し た年の翌年12 月31

日ま で＊に自己の居住の用に供する こ と 又は供す

る 見込みである こ と
＊譲渡し た年の前年に取得し た場合には、譲渡し た年の翌

年の 12 月31 日ま で

⑪譲渡し た年、その年の前年及び前々年に居住用財産

の譲渡に関する 3,000万円の特別控除（ 被相続人が居

住の用に供し ていた家屋やその敷地を譲渡し た場合

を除く 。）など、他の居住用財産の特例を受けていな

いこ と

⑫買換資産が令和6年1月1日以後に建築確認を受ける

住宅（ 登記簿上の建築日付が同年6月30日以前のも

のを除く 。）又は建築確認を受けない住宅で登記簿上

の建築日付が同年7月1日以降のも のである 場合、そ

の住宅が一定の省エネ基準を満たすも のである こ と
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4 2

 2 　 居住用財産の買換えの場合の譲渡損失の損益

　  通算及び繰越控除の特例

　 居住用財産の 買換え で 譲渡損失が発生し 、以下

の要件に該当する 場合には、土地・ 建物等の譲渡に

よ る 所得以外の所得と 通算する 特例及び譲渡し た

年の翌年以後3 年内の各年分（ 住民税の場合は、譲

渡し た 年の翌々年度以後3 年度間の各年度分）の総

所得金額等から その損失額を 控除する 特例が受けら

れま す。

≪主な適用要件≫

①令和5 年12 月31 日ま でに居住用財産の譲渡が行わ

れている こ と

②譲渡し た 年の1 月1 日現在で、所有期間が5 年を 超

える 自己の居住用財産（ 国内）である こ と

③譲渡先が親族など 特別な間柄でないこ と

④譲渡し た年の前年1 月1 日から 翌年12 月31 日ま で

の間に、国内にある 買換資産を 取得する こ と

⑤取得する 家屋の居住部分の床面積が50 ㎡以上であ

る こ と

⑥買換資産を取得し た年及び繰越控除の適用を受けよ

う と する 年＊の12月31日において、買換資産の取得

に係る 住宅借入金等（ 償還期間10年以上）を有する こ

と

＊住民税の場合は、損益通算及び繰越控除の適用を 受けよ

う と する 年の前年

⑦買換資産を 取得し た 年の 翌年12 月31 日ま で に、

居住の用に供する こ と 又は供する 見込みであ る

こ と

⑧譲渡し た 年の前年又は前々年に居住用財産の譲

渡に関する 3 ,0 0 0 万円の特別控除（ 被相続人が居

住の用に供し ていた家屋やその敷地を 譲渡し た 場

合を 除く 。）など 、他の居住用財産の特例を受けてい

ないこ と

⑨譲渡し た年の前年以前3 年以内の年にこ の特例又

は次ページ 3 の特例を 受けていないこ と

⑩繰越控除を 受ける 場合は、その年の合計所得金額

が3,000 万円以下である こ と

　 　 な お、繰越控除の適用を 受け る 場合、譲渡資産

であ る 土地等のう ち、面積が500 ㎡を 超え る 部分

の損失は除き ま す。
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所得税・ 復興特別所得税10.21％、住民税4％

所得税・ 復興特別所得税15.315％、住民税5％

6,000 万円以下の部分

6,000 万円超の部分

課税長期譲渡所得 税　 　 率

4 3

居住用財産の譲渡に係る 長期譲渡所得の軽減税
率の特例

　 以下の要件に当て はま る 場合には、通常よ り も 低
い税率で計算する 軽減税率の特例が受けら れま す。
　 なお、居住用財産の譲渡に関する 3,000 万円（ 被相
続人が居住の用に供し ていた家屋やその敷地を 譲渡
し た場合を 除く 。）の特別控除と は重複し て適用する
こ と ができ ま すが、居住用財産の買換えの特例と は重
複し て適用でき ま せん。
≪主な適用要件≫
①譲渡し た年の1 月1 日において、譲渡し た居住用財

産の所有期間が10 年を 超えている こ と
②譲渡し た年の前年又は前々年にこ の特例を 受けて

いないこ と
③譲渡先が親族など 特別な間柄でないこ と
④現に自己の居住の用に供し ている 家屋やその敷地

の譲渡である こ と ＊

 3 　 特定の居住用財産の譲渡損失の損益通算及び　
　 繰越控除の特例（ 借家に住み替える場合等）

　 居住用財産の譲渡で譲渡損失が発生し 、以下の要
件に該当する 場合には、土地・ 建物等の譲渡によ る
所得以外の所得と 通算する 特例及び譲渡し た年の翌
年以後3 年内の各年分（ 住民税の場合は、譲渡し た年
の翌々年度以後3 年度間の各年度分）の総所得金額等
から 、その損失（ 住宅ロ ーン の残高から 譲渡価額を 控
除し た残高が限度と なり ま す。）を 控除する 特例が受
けら れま す。
≪主な適用要件≫
①令和5 年12 月31 日ま でに居住用財産の譲渡が行わ

れている こ と
②譲渡し た 年の1 月1 日現在で、所有期間が5 年を 超

える 自己の居住用財産（ 国内）である こ と
③譲渡契約締結日の前日に住宅借入金等（ 償還期間

10 年以上）の残高を 有する こ と
④譲渡先が親族など 特別な間柄でないこ と
⑤譲渡し た年の前年又は前々年に居住用財産の譲渡

に関する 3,000 万円の特別控除（ 被相続人の居住用
財産に係る 譲渡所得の特別控除の特例を 除く 。）な
ど 、他の居住用財産の特例を 受けていないこ と

⑥譲渡し た 年の前年以前3 年以内の年にこ の特例又
は前ページ 2 の特例を 受けていないこ と

⑦繰越控除を 受ける 場合は、その年の合計所得金額
が3,000 万円以下である こ と

以前に自己の居住の用に供し ていた家屋やその敷地の譲

渡の場合には、居住し なく なっ た日から 3 年目の年の12

月31 日ま でに譲渡し ている こ と

＊

◎税率
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優良住宅地の造成等のために土地等を 譲渡し た
場合の長期譲渡所得の特例

令和7 年12 月31 日ま で に、譲渡し た 年の1 月1 日

現在で所有期間が5 年を 超える 土地等を 、以下のよ う

に優良な住宅地の供給等に寄与する ために譲渡し た

場合など は、一般の長期譲渡所得の場合よ り 低い税

率が適用さ れま す。

≪適用さ れる 譲渡の例≫

①国、地方公共団体等に対する 土地等の譲渡

②都市再生機構など が行う 住宅建設又は宅地造成の

用に供する ための土地等の譲渡

③収用交換など によ る 土地等の譲渡

④第一種市街地再開発事業の用に供する ために土地

等が当該事業の施行者に買い取ら れた場合

⑤都市計画法の開発許可を 受けて行う 住宅地造成の

用に供する ための土地等の譲渡

（ 注）次の特例等を 適用し た場合には、当該税率は適用さ れま せん。

①収用交換等によ り 代替資産等を 取得し た場合の課税の特例

②換地処分等に伴い資産を 取得し た場合の課税の特例そ

の他の課税の繰延措置並びに収用交換等の5,000 万円特

別控除

③居住用財産の3,000 万円特別控除

④特定土地区画整理事業等のための2,000 万円特別控除

⑤特定住宅地造成事業等のための1,500 万円特別控除

⑥特定土地等の1,000 万円特別控除

⑦農地保有合理化等のための800 万円特別控除

⑧低未利用土地等を 譲渡し た場合の100 万円の特別控除

所得税・ 復興特別所得税10.21％、住民税4％

所得税・ 復興特別所得税15.315％、住民税5％

2,000 万円以下の部分

2,000 万円超の部分

課税長期譲渡所得 税　 　 率

　 申告と 納税

　 譲渡を し た翌年の2 月16 日から 3 月15 日ま でに申

告時の住所地を 所轄する 税務署に所得税の確定申告

を し て納めま す。

　 なお、46 ページの特別控除や47 ページの買換えの

特例の適用を 受ける こ と によ っ て納める 額がなく な

る 場合でも 、確定申告を し な いと こ れら の特例の適

用を 受ける こ と はでき ま せん。

　 住民税は、所得税の申告を 基に区市町村が税額を

計算し 、納税通知書を 送付し ま すので、それによ っ

て納めま す。
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詳細については、所得税は所轄する 税務署（ 81、82 ページ参照）に、住民税は区市役所又は町村役場（ 79、80 ページ参照）にお問い合わせく ださ い。

　 所得税の住宅ローン控除

　 個人が、住宅ロ ーン等を利用し て住宅を新築、取得又は

増改築し た場合、一定の要件に該当し ていれば、入居し た

年分以後の一定の期間における 各年分の所得税額から 一

定額が控除さ れま す。

　 民間の金融機関や独立行政法人住宅金融支援機構など

のロ ーン等を 利用し 、その返済期間が10 年以上の割賦返

済である 場合で、次の要件に該当する 方に適用さ れま す。

　 ま た、住宅ロ ーン 控除の適用があ る 方で、所得税から

控除し き れない額がある 場合は、個人住民税から も 控除

でき ま す（ 54 ページ参照）。

　 ただし 、次の期間に譲渡所得の課税の特例（ 3,000 万円

の特別控除（ 空き 家に係る 譲渡所得の特別控除を 除く 。）、

買換え・ 交換の特例など）の適用がある と き は、こ の控除

の適用はあり ません。

〇令和2年4月1日以後に譲渡し た場合

　 その居住の用に供し た年と その前2 年・ 後3 年の計6 年間

〇令和2年3月31日以前に譲渡し た場合

　 その居住の用に供し た年と その前後2年ずつの計5年間

≪主な適用要件≫

 1 　 新築住宅の場合

（ 1）認定住宅等＊

＊認定住宅（ 認定長期優良住宅及び認定低炭素住宅）、ZEH 水

準省エネ住宅及び省エネ基準適合住宅

以下①～⑥の要件を満たし ている こ と 。

①住宅を 新築又は取得し た日から 6 か月以内に入居し 、

居住日以後その年の12 月31 日ま で引き 続き 居住し

ている こ と

②家屋の登記床面積（ 区分所有家屋の場合は、専有部分

の床面積）が50 ㎡以上（ 令和５ 年12 月31 日以前に建

築確認を 受けたも のの新築等については40 ㎡以上

（ 合計所得金額が1,000 万円以下の年に限る 。））であ

る こ と

③控除を 受ける 年分の合計所得金額が2,000 万円以下

である こ と

④床面積の2 分の1 以上の部分が専ら 自己の居住の用

に供する も のである こ と

⑤住宅の取得等に係る 住宅借入金等を有し ている こ と

⑥以下の期間に居住の用に供し 、かつ、当該認定住宅

等である と 証明さ れたも のである こ と

所得税（ 国税）・ 住民税（ 地方税）の住宅借入金等特別控除
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詳細については、所得税は所轄する 税務署（ 81、82 ページ参照）に、住民税は区市役所又は町村役場（ 79、80 ページ参照）にお問い合わせく ださ い。

　 所得税の住宅ローン控除

　 個人が、住宅ロ ーン等を利用し て住宅を新築、取得又は

増改築し た場合、一定の要件に該当し ていれば、入居し た

年分以後の一定の期間における 各年分の所得税額から 一

定額が控除さ れま す。

　 民間の金融機関や独立行政法人住宅金融支援機構など

のロ ーン等を 利用し 、その返済期間が10 年以上の割賦返

済である 場合で、次の要件に該当する 方に適用さ れま す。

　 ま た、住宅ロ ーン 控除の適用があ る 方で、所得税から

控除し き れない額がある 場合は、個人住民税から も 控除

でき ま す（ 54 ページ参照）。

　 ただし 、次の期間に譲渡所得の課税の特例（ 3,000 万円

の特別控除（ 空き 家に係る 譲渡所得の特別控除を 除く 。）、

買換え・ 交換の特例など）の適用がある と き は、こ の控除

の適用はあり ません。

〇令和2年4月1日以後に譲渡し た場合

　 その居住の用に供し た年と その前2 年・ 後3 年の計6 年間

〇令和2年3月31日以前に譲渡し た場合

　 その居住の用に供し た年と その前後2年ずつの計5年間

≪主な適用要件≫

 1 　 新築住宅の場合

（ 1）認定住宅等＊

＊認定住宅（ 認定長期優良住宅及び認定低炭素住宅）、ZEH 水

準省エネ住宅及び省エネ基準適合住宅

以下①～⑥の要件を満たし ている こ と 。

①住宅を 新築又は取得し た日から 6 か月以内に入居し 、

居住日以後その年の12 月31 日ま で引き 続き 居住し

ている こ と

②家屋の登記床面積（ 区分所有家屋の場合は、専有部分

の床面積）が50 ㎡以上（ 令和５ 年12 月31 日以前に建

築確認を 受けたも のの新築等については40 ㎡以上

（ 合計所得金額が1,000 万円以下の年に限る 。））であ

る こ と

③控除を 受ける 年分の合計所得金額が2,000 万円以下

である こ と

④床面積の2 分の1 以上の部分が専ら 自己の居住の用

に供する も のである こ と

⑤住宅の取得等に係る 住宅借入金等を有し ている こ と

⑥以下の期間に居住の用に供し 、かつ、当該認定住宅

等である と 証明さ れたも のである こ と

所得税（ 国税）・ 住民税（ 地方税）の住宅借入金等特別控除
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 3 　 増改築等の場合
　 前記③～⑤の要件に加えて、次の要件を満たしていること 。

⑥自己が所有し 、居住の用に供する 家屋の増改築等で
ある こ と

⑦増改築等をし た後の家屋の床面積が50 ㎡以上である
こ と

⑧増改築後6 か月以内に入居し 、居住日以後その年の
12 月31 日ま で引き 続き 居住し ている こ と

⑨工事費用の支出額が100 万円を超える も のである こ と
⑩自己の居住の用に供し ている 部分の工事費用が、工

事費用の総額の2分の1 以上である こ と

 2　 中古住宅の場合
　 認定住宅等の場合は前記①～⑥、その他の住宅の場合
は前記①～⑤（ ②の要件については、家屋の登記床面積が
50 ㎡以上のも のに限る 。）の要件に加えて、次の要件を 満
たし ている こ と 。

⑦新耐震基準に適合し て いる 住宅の用に供する 家屋
（ 登記簿上の建築日付が昭和57 年1 月1 日以降の家
屋については、新耐震基準に適合し ている 住宅の用
に供する 家屋と みなす。）である こ と

（ 注）上記に該当し な い家屋の場合でも 、一定の要件を 満
たすこ と で適用を 受ける こ と ができ ま す。

≪控除対象借入限度額等≫

平成21 年6 月4 日から 令和7 年12 月31 日ま で

平成24 年12 月4 日から 令和7 年12 月31 日ま で

認定長期優良住宅

令和4 年1 月1 日から 令和7 年12 月31 日ま でZ EH水準省エネ住宅

令和4 年1 月1 日から 令和7 年12 月31 日ま で省エネ基準適合住宅

認定低炭素住宅

認定住宅等の種類 居住期間

   （ 注）上記控除対象借入限度額及び控除期間は、新築住宅又は宅
地建物取引業者によ り 一定の増改築等が行われた一定の住
宅の取得であ る 場合の限度額等であ り 、それ以外の場合に
おける 限度額等は、以下のと おり と なり ま す。

（ 2）その他の住宅

　 前記①～⑤の要件を満たし ている こ と 。

　 なお、令和6 年1 月1 日以後に建築確認を 受ける 住宅の

用に供する 家屋（ 登記簿上の建築日付が同年6 月30 日以

前のも のを 除く 。）又は建築確認を 受けない住宅の用に供

する 家屋で登記簿上の建築日付が同年7 月1 日以降のも の

のう ち、一定の省エネ基準を 満たさ ないも のの新築住宅

については、住宅ロ ーン控除の適用はあり ま せん。
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居住年
控除対象

借入限度額
住宅の種類

控除
率

控除
期間

令和４ 年１ 月～５ 年1 2月

令和６ 年１ 月～７ 年1 2月

令和４ 年１ 月～５ 年1 2月

令和６ 年１ 月～７ 年1 2月

令和４ 年１ 月～５ 年1 2月

令和６ 年１ 月～７ 年1 2月

令和４ 年１ 月～５ 年1 2月

令和６ 年１ 月～７ 年1 2月

認定住宅

Z EH 水準
省エネ住宅

省エネ基準
適合住宅

その他の
住宅

0.7％

5,000万円

4,500万円

4,500万円

3,500万円

4,000万円

3,000万円

3,000万円

2,000万円

13年間

13年間

13年間

13年間

10年間

 3 　 増改築等の場合
　 前記③～⑤の要件に加えて、次の要件を満たしていること 。

⑥自己が所有し 、居住の用に供する 家屋の増改築等で
ある こ と

⑦増改築等をし た後の家屋の床面積が50 ㎡以上である
こ と

⑧増改築後6 か月以内に入居し 、居住日以後その年の
12 月31 日ま で引き 続き 居住し ている こ と

⑨工事費用の支出額が100 万円を超える も のである こ と
⑩自己の居住の用に供し ている 部分の工事費用が、工

事費用の総額の2分の1 以上である こ と

 2　 中古住宅の場合
　 認定住宅等の場合は前記①～⑥、その他の住宅の場合
は前記①～⑤（ ②の要件については、家屋の登記床面積が
50 ㎡以上のも のに限る 。）の要件に加えて、次の要件を 満
たし ている こ と 。

⑦新耐震基準に適合し て いる 住宅の用に供する 家屋
（ 登記簿上の建築日付が昭和57 年1 月1 日以降の家
屋については、新耐震基準に適合し ている 住宅の用
に供する 家屋と みなす。）である こ と

（ 注）上記に該当し な い家屋の場合でも 、一定の要件を 満
たすこ と で適用を 受ける こ と ができ ま す。

≪控除対象借入限度額等≫

平成21 年6 月4 日から 令和7 年12 月31 日ま で

平成24 年12 月4 日から 令和7 年12 月31 日ま で

認定長期優良住宅

令和4 年1 月1 日から 令和7 年12 月31 日ま でZ EH水準省エネ住宅

令和4 年1 月1 日から 令和7 年12 月31 日ま で省エネ基準適合住宅

認定低炭素住宅

認定住宅等の種類 居住期間

   （ 注）上記控除対象借入限度額及び控除期間は、新築住宅又は宅
地建物取引業者によ り 一定の増改築等が行われた一定の住
宅の取得であ る 場合の限度額等であ り 、それ以外の場合に
おける 限度額等は、以下のと おり と なり ま す。

（ 2）その他の住宅

　 前記①～⑤の要件を満たし ている こ と 。

　 なお、令和6 年1 月1 日以後に建築確認を 受ける 住宅の

用に供する 家屋（ 登記簿上の建築日付が同年6 月30 日以

前のも のを 除く 。）又は建築確認を 受けない住宅の用に供

する 家屋で登記簿上の建築日付が同年7 月1 日以降のも の

のう ち、一定の省エネ基準を 満たさ ないも のの新築住宅

については、住宅ロ ーン控除の適用はあり ま せん。
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居住年
控除対象

借入限度額
住宅の種類

控除
率

控除
期間

令和４ 年１ 月～５ 年1 2月

令和６ 年１ 月～７ 年1 2月

令和４ 年１ 月～５ 年1 2月

令和６ 年１ 月～７ 年1 2月

令和４ 年１ 月～５ 年1 2月

令和６ 年１ 月～７ 年1 2月

令和４ 年１ 月～５ 年1 2月

令和６ 年１ 月～７ 年1 2月

認定住宅

Z EH 水準
省エネ住宅

省エネ基準
適合住宅

その他の
住宅

0.7％

5,000万円

4,500万円

4,500万円

3,500万円

4,000万円

3,000万円

3,000万円

2,000万円

13年間

13年間

13年間

13年間

10年間
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＊1  給与所得のある 方は、平成31年4月1日以降の確定申告書の提

出の際、源泉徴収票等の添付が不要と なり ましたが、税務署等

で確定申告書を作成する場合には、所得金額を計算するための

参考として、源泉徴収票等が必要ですので忘れずにお持ちく だ
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＊３   工事請負契約書の写しは、居住年が令和５ 年以後である者が、

令和６ 年１ 月１ 日以後に行う 確定申告については添付不要と

なり ます。
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 （ 注1）登記簿上の建築日付が昭和57 年１ 月１ 日以降の家屋

については新耐震基準に適合し ている 住宅の用に供
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⑧建築確認済証の写し 、検査済証の写し 又は増改築等工事

証明書

≪申告の手続と 必要書類≫
　 控除を 受ける ためには、所得税の確定申告書に以下
の必要書類を 添付し て 納税地（ 原則と し て 住所地）を
所轄する 税務署に申告し ま す。

（ 1）新築住宅
①住宅借入金等特別控除額の計算明細書

②住宅取得資金に係る 借入金の年末残高等証明書

（ 居住年が令和５ 年以後である 者が、令和６ 年１ 月１ 日以

 後に行う 確定申告については添付不要）

③給与所得者の場合は源泉徴収票＊1

④土地及び家屋の登記事項証明書＊2 等で床面積等を 明ら

かにする 書類

⑤補助金等の交付を受けると きは、補助金等の額を証する 書類

⑥土地及び家屋の売買契約書の写し や工事請負契約書の写し＊3

⑦認定長期優良住宅に該当する 場合は長期優良住宅建築等

計画の認定通知書の写し 及び住宅用家屋証明書若し く は

その写し 又は認定長期優良住宅建築証明書

⑧認定低炭素住宅に該当する 場合　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ア　 低炭素建築物の場合

　 　 　 低炭素建築物新築等計画の認定通知書の写し 及び住

　 宅用家屋証明書若し く はその写し 又は認定低炭素住宅

　 建築証明書

　 イ 　 低炭素建築物と みなさ れる 特定建築物の場合

　 　 　 特定建築物用の住宅用家屋証明書

⑨その他必要な書類は最寄り の税務署にお問い合わせく だ

さ い。
4 7

・ 認定住宅等（ 中古住宅の場合）

　控除対象借入限度額： 3,000 万円　 控除期間： 10 年間

・ その他の住宅（ 中古住宅又は増改築等の場合）

　 控除対象借入限度額： 2,000 万円　 控除期間： 10 年間
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　 認定住宅等を新築・ 取得し た場合の所得税の特別控除

　 個人が、国内において、認定長期優良住宅を 新築又
は取得（ 未使用のも のに限る 。）し 、平成21 年6 月4 日
から 令和5 年12 月31 日ま での間に居住の用に供し た
場合（ その新築又は取得の日から 6 か月以内にその者
の居住の用に供し た 場合に限る 。）は、一定の要件の
下で、その住宅の新築等に係る 標準的な費用の額の
10％相当額が、その年分の所得税額から 控除さ れま
す。 その年分の所得税額から 控除し き れない額があ
る 場合には、翌年分に繰り 越し て控除でき ま す。

　 ま た、平成26 年4 月1 日以後に居住の用に供する
認定低炭素住宅及び令和4 年1 月1 日以後に居住の用
に供する Z EH 水準省エネ住宅についても こ の適用が
受けら れま す。

※平成26 年4 月～令和3 年12 月の控除対象限度額、控除限度

額など の金額は、その費用の額に含ま れる 消費税等の税率

が8％又は10％である 場合の金額と なり ま す。

　 住民税の住宅ロ ーン控除

　 平成21年から 令和7 年12 月31日ま でに入居し 、所得
税の住宅ロ ーン控除を受けている 方で、所得税から 控除
し き れなかった住宅ロ ーン控除額がある 方は、翌年度分
の住民税（ 所得割）から 控除さ れま す。 住民税から の控
除額は、①所得税の住宅ロ ーン控除可能額のう ち所得税
において控除し き れなかった金額又は②所得税の課税
総所得金額等の額に5％を乗じ て得た金額（ 最高9.75 万
円）＊のいずれか小さ い額と なり ま す。 なお、こ の控除の
適用を受ける ためには、確定申告や年末調整によ り 所得
税の住宅ロ ーン控除を受ける 必要があり ま すが、個別に
区市町村へ申告する 必要はあり ません。

＊平成26 年4 月1 日から 令和3 年12 月31 日（ 一定の要件を 満

たし た 場合には、令和4 年12 月31 日）ま でに入居し た場合

等は所得税の課税総所得金額等の額に 7％を 乗じ て得た額

（ 最高13.65 万円）と なり ま す。
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控除限度額控除対象限度額 控除率対象住宅

※

居住

平成26年4 月
～

令和 3 年12月
認定住宅

認定住宅
ZEH水準省エネ住宅

650 万円 65万円

65万円650 万円

令和 4 年1月
～

令和 5 年12月
10％

10％

   既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除

（ 1）省エネ改修工事

　 個人が、その者の所有し ている 居住の用に供する
家屋について、一定の省エネ改修工事を 含む増改築
等を 行っ た場合において、その家屋を 平成26 年4 月1
日から 令和5 年12 月31 日ま での間にその者の居住の
用に供し た と き は、一定の要件に該当する 場合に、
その年分の所得税額から 控除さ れま す。

※令和4年1月1日から 令和5年12月31日ま での間に当該改修

工事を行った場合の控除対象限度額等はp.55の表のと おり 。
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家屋について、一定の省エネ改修工事を 含む増改築
等を 行っ た場合において、その家屋を 平成26 年4 月1
日から 令和5 年12 月31 日ま での間にその者の居住の
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る 居住の用に供する 家屋について、一定のバリ ア フ
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必須工事

対象工事
（ いずれか実施）

控除対象
限度額

控除
率

省エネ

バリ アフリ ー

多世帯同居

耐久性向上
＋ 耐震＋省エネ

耐久性向上
＋ 耐震or省エネ

耐震

250万円
（ 350万円）

200万円

250万円

500万円
（ 600万円）

250万円
（ 350万円）

250万円

10％ ５％

対象工事
控除
率

控除対象
限度額

その他工事

必須工事の
控除対象限
度額超過分
及び一定の
増改築

必須工事に
係る 標準的
な費用相当
額と 同額ま
で ※

注  カッ コ 内の金額は、太陽光発電を設置する 場合

※  必須工事と 併せて合計1,000万円が限度

（ 3）多世帯同居改修工事
　 個人が、その者の所有し ている 居住の用に供する
家屋について、一定の多世帯同居改修工事を 含む増
改築等を 行っ た場合において、その家屋を 平成28 年
4 月1 日から 令和5 年12 月31 日ま での間にその者の
居住の用に供し た と き は、一定の要件に該当する 場
合に、その年分の所得税額から 控除さ れま す。
※令和4年1月1日から 令和5年12月31日ま での間に当該改修

工事を行った場合の控除対象限度額等はp.55の表のと おり 。

（ 4）耐久性向上改修工事
　 個人が、その者の所有し ている 居住の用に供する
家屋について、省エネ改修工事又は耐震改修工事と
あ わせて行う 一定の耐久性向上改修工事を 含む増改
築等を 行っ た 場合において、その家屋を 平成29 年4
月1 日から 令和5 年12 月31 日ま での間にその者の居
住の用に供し たと き は、一定の要件に該当する 場合
に、その年分の所得税額から 控除さ れま す。
※令和4年1月1日から 令和5年12月31日ま での間に当該改修

工事を行った場合の控除対象限度額等はp.55の表のと おり 。

　 既存住宅の耐震改修をし た場合の所得税額の特別控除　
　 個人が昭和56 年5 月31 日以前に建築さ れた 住宅
で、平成26 年4 月1 日から 令和5 年12 月31 日ま での
間に、その住宅の耐震改修を 行い、一定の要件に該当
する 場合は、その年分の所得税額から 控除さ れま す。
※令和4年1月1日から 令和5年12月31日ま での間に当該改修

工事を行った場合の最大控除額等はp.55の表のと おり 。

※「 既存住宅に係る 特定の改修工事を し た場合の所得税額の

特別控除」及び「 既存住宅の耐震改修を し た場合の所得税

額の特別控除」については、必須工事に係る 標準的な費用

の額（ 控除対象限度額を超えない部分に限る 。）の10％相当

額に加えて、その他工事に係る 費用の額（ 下表参照）の5％

相当額がその年分の所得税額から 控除さ れま す。

表　 各改修工事の控除対象限度額及び控除率
　 　（ 令和4年1 月1日から 令和5年12月31日ま での改修工事）

4 9

リ ー改修工事を 含む増改築等を 行っ た 場合におい
て、そ の家屋を 平成26 年4 月1 日か ら 令和5 年12 月
31 日ま での間にその者の居住の用に供し たと き は、
一定の要件に該当する 場合に、その年分の所得税額
から 控除さ れま す。
※令和4年1月1日から 令和5年12月31日ま での間に当該改修

工事を行った場合の控除対象限度額等はp.55の表のと おり 。
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◎債務や葬式費用の金額
　 債務には、一般債務のほか公租公課を含みます。 ま

◎相続や遺贈により 取得し た財産
　 土地、建物、借地権、現金、預貯金、有価証券、
貴金属、貸付金、営業権、特許権など

◎相続や遺贈により 取得し たと みなさ れる財産
　 生命保険金、退職手当金など

◎非課税財産（ 次の財産には相続税はかかり ません。）

①
②

③
④

⑤

墓地や墓石、仏壇、祭具など
宗教、慈善、学術その他公益を目的と する 事業に
供すること が確実なもの
心身障害者共済制度により 支給さ れる給付金
生命保険金及び退職手当金等は、それぞれ法定
相続人一人当たり 500万円まで
相続税の申告期限までに国・ 地方公共団体や特
定の公益法人に寄付した財産、あるいは特定の公
益信託の信託財産と するために支出した金銭

課
税
価
格
の

合
計
額
の
算
出

 1
課
税
遺
産
総
額

の
算
出

2
相
続
税
の
総
額

の
算
出

3
各
相
続
人
等
の

税
額
計
算

4
税
額
加
算
又
は

税
額
控
除

5

納
付
税
額

→ → → →

相
続
や
遺
贈
に
よ
り

取
得
し
た
財
産
の
価

額 相
続
や
遺
贈
に
よ
り

取
得
し
た
と
み
な
さ

れ
る
財
産
の
価
額

相
続
開
始
前
3
年
以

内
＊
3
に
被
相
続
人
か

ら
贈
与
に
よ
り
取
得

し
た
財
産
の
価
額

非
課
税
財
産
の
価
額

＋ － ＋ － ＋ ＝

相
続
時
精
算
課
税
に
係

る
贈
与
財
産
の
価
額
＊
1

＊
2

債
務
や
葬
式
費
用
の

金
額

課
税
価
格

相続税の詳細については、所轄する 税務署（ 81、82 ページ参照）にお問い合わせく ださ い。

相続税（ 国税）

　 亡く なった方（ 被相続人）の財産を、相続や遺贈によ

って取得し た場合に、取得し た方にかかる 税金です。た

だし 、課税価格の合計額が基礎控除額以下の場合に

は、課税さ れません。

5 0

　 計算の仕組み

 1 　 課税価格の合計額の算出

　 まず、相続人等ごとに、課税価格を算出します。

＊1 　 相続時精算課税を選択していた場合に限ります。

＊2 　 令和６ 年１月１日以後に贈与により 取得する 財産については、
贈与時の価額からその年分の利用できる 基礎控除110万円

を控除した後の残額になります。

＊3 　 令和5年度税制改正において、7年以内まで順次延長するこ
　 　   ととさ れました。

◎相続時精算課税に係る贈与財産
　 相続時精算課税に係る 受贈者（ 18 歳以上の子又は
孫）については、その贈与者（ 父母又は祖父母）から
取得し た贈与財産価額は相続税の課税価格に算入
し ま す（ 62 ページ参照）。
　 令和6年1月1日以後に贈与によ り 取得する 財産
については、贈与時の価額から その年分の利用で
き る 基礎控除110 万円を 控除し た後の残額になり
ま す。
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－ ＝
各人の課税価格合計額

（ 正味の遺産額）
基礎控除額

課税遺産
総額

◎被相続人から の3 年以内＊の暦年課税に係る贈与
財産の価額

　 被相続人から 相続開始前3 年以内＊に財産の贈与
を 受け た 場合には、原則と し て、贈与時点での価
額を 相続財産の価額に加算し ま す。

＊令和5 年度税制改正において、相続開始前7 年以内ま で

順次延長する こ と と さ れま し た。

 3 　 相続税の総額の算出
　 課税遺産総額を 法定相続人がそれぞれ法定相続分
で相続し たと 仮定し た場合の税額を 計算し ま す。

各人の税額   ＝   課税遺産総額   ×    法定相続分 

  　 　 　 　 　  ×  税率  －  速算表の控除額

 2 　 課税遺産総額の算出
　 各人の課税価格を 合計し た額から 基礎控除額を 差
し 引き 、課税遺産総額を 算出し ま す。

◎基礎控除額
　 ＝3,000 万円＋（ 600 万円×法定相続人の数＊）
　 ＊法定相続人の数は、相続の放棄をし た人がいても 、そ

の放棄がなかっ たも のと し て計算し ま す。 ま た、養
子については、実子がいる 場合は1 人ま で、実子がい
ない場合は2 人ま でを 法定相続人の数に含めま す。

た、葬式費用と は、葬式に関し て相続人が負担し た費
用で、香典返し や墓所の購入費などは含まれません。

　 こ の各人の税額を 合計し たも のが、相続税の総
額と なり ま す。

◎税率（ 速算表）

　 法定相続分と は、民法で定めら れている 以下の
割合を いいま す。

子、直系尊属又は兄弟姉
妹が2 人以上の場合

配偶者＝1/2
子＝1/2

配偶者と 子の場合

配偶者と 直系尊属の場合

配偶者と 兄弟姉妹の場合

均等（ 原則）

配偶者＝3/4
兄弟姉妹＝1/4

配偶者＝2/3
直系尊属＝1/3

相　 続　 人 法定相続分

法定相続分に
分けた額 税率 控除額

1,000 万円以下

3,000 万円以下

5,000 万円以下

1 億円以下

2 億円以下

3 億円以下

6 億円以下

6 億円超

0 万円

50 万円

200 万円

700 万円

1,700 万円

2,700 万円

4,200 万円

7,200 万円

10％

15％

20％

30％

40％

45％

50％

55％

◎法定相続分
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 4 　 各相続人等の税額計算

　 相続税の総額に、課税価格の合計額に対する 各人

の課税価格の割合を かけて、相続人ご と の相続税額

を 算出し ま す。

　 ただし 、相続人等が、被相続人の配偶者、親、子以

外の場合には、原則と し てその人の相続税額が 20％

加算さ れま す。

　 こ こ で計算さ れた 税額から 、控除額を 差し 引いた

も のが、納付税額と なり ま す。

（ 注） 相続時精算課税を 選択し て いた 場合には、62 ページ の

「 3（ 2）相続税額の計算」のと おり になり ま す。

相続税

の総額

各人の課税価格

課税価格の合計額

各相続人等

の相続税額
× ＝

配
偶
者
の

相
続
税
額

相
続
税
の
総
額

配
偶
者
の

税
額
軽
減
後
の

相
続
税
額－ × ＝

　 相続税の軽減

 1 　 配偶者の税額軽減

配偶者の法定相続分相

当額（ 最低1 億6,000 万

円）と 配偶者の 実際取

得額のう ち、いずれか

少ない額

課税価格の合計額

×
申告し た

贈与税額

相続税の課税価格に加算さ れた
贈与財産価額

し たがっ て、配偶者の課税価格が1 億6,000 万円以

下か、1 億6,000 万円を 超えていても 法定相続分相当

額以下であ れば、原則と し て、配偶者に相続税はか

かり ま せん。

 2 　 暦年課税分の贈与税額控除

　 被相続人から 、相続開始前3 年以内＊に財産の贈与

を 受けている 場合、次の金額が控除さ れま す。

＊令和5 年度税制改正において、相続開始前7 年以内ま で順
次延長する こ と と さ れま し た。

申告し た贈与財産価額の総額

 3 　 未成年者控除

　 18 歳に達する ま での年数1 年につき 、10 万円が控

除さ れま す。

 4 　 障害者控除

　 85 歳に達する ま での年数1 年につき 、10 万円（ 特

別障害者は20 万円）が控除さ れま す。

 5 　 相次相続控除

　 被相続人が死亡前10 年以内に前の被相続人から 相

続し た財産について、相続税が課税さ れている 場合

には、前回納めた相続税額のう ちの一定金額が控除

さ れま す。
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を 受けている 場合、次の金額が控除さ れま す。

＊令和5 年度税制改正において、相続開始前7 年以内ま で順
次延長する こ と と さ れま し た。
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には、前回納めた相続税額のう ち の一定金額が控除

さ れま す。
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 1 　 宅地の評価

宅地の利用単位と なっ ている 一画地ご と に評価し

ま す。 宅地の評価方法には次の二種類があり ま す。

（ 1）路線価方式

　 市街地にあ る 宅地は、原則と し て 宅地が面する 道

路の路線価を 基に評価額を 算出し ま す。

（ 2）倍率方式

　 路線価方式によ り 評価する 地域以外の宅地につい

ては、固定資産税評価額に一定の倍率を かけて評価

額を 算出し ま す。

 ※路線価及び倍率は、国税庁ホーム ページでご覧になれま す。

 2 　 家屋の評価

家屋は一棟ご と に評価し 、その評価額は固定資産

税評価額と 同じ です。 た だし 、貸家の場合は、固定

資産税評価額の70％と なり ま す（ 東京国税局管内）。

　 申告期限と 納税

相続の開始があっ たこ と を 知っ た日の翌日から 10

か月以内に、被相続人の死亡の時における 住所地を

所轄する 税務署に申告書を 提出し て納税し ま す。

　 相続時精算課税

62 ページを ご覧く ださ い。

特定事業用宅地等

特定居住用宅地等

貸付事業用宅地等

限度面積

400 ㎡

330 ㎡

200 ㎡

減額割合

80％

80％

50％

　 小規模宅地等の特例

　 被相続人又は被相続人と 生計を 一にし ていた親族

が事業の用又は居住の用に供し ていた 宅地等を、相

続又は遺贈によ り 取得し た場合には、下表の限度面

積ま での部分について、通常の評価額から 一定割合

を 減額し て課税価格を 計算し ま す。

＊1  相続開始前3年以内に新たに事業の用に供さ れた宅地等は、

一定の場合を除き 除外さ れます。

＊2  貸付事業用宅地等と その他の種類の宅地等を 選択する

場合の限度面積は一定の割合に制限さ れま す。

（ 注） 相続人等が相続税の申告期限ま で事業又は居住を 継続

し ない宅地等は適用対象から 除外さ れま す（ 配偶者が

取得し た特定居住用宅地等以外）。

　 財産の評価

　 相続税や贈与税の税額を 計算する ための財産の価

額は、原則と し て、国税庁で定めた「 財産評価基本通

達」によ り 評価する こ と になっ ていま す。

小規模宅地等の種類

＊1＊2

＊1
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　 申告期限と 納税

　 贈与を 受けた年の翌年2 月1 日から 3 月15 日ま で

に、贈与を 受けた方の住所地を 所轄する 税務署に申

告し て 納めま す。 直系尊属から 贈与によ り 取得し

た 財産が410 万円を 超え る と き は申告書と と も に、

戸籍謄本等の提出が必要と なり ま す。

＊ 直系尊属（ 父母や祖父母など）から の贈与によ り 財産を 取

得し た受贈者（ 財産の贈与を 受けた年の1 月1 日において

18 歳以上の方に限り ま す。）について は、「 特例税率」を

適用し て税額を計算し ま す。

◎税率（ 速算表）

基礎控除後
の課税価格

（ 3,000万円超）

200 万円以下

300 万円以下

400 万円以下

600 万円以下

1,000 万円以下

1,500 万円以下

3,000 万円以下

4,500 万円以下

4,500 万円超　

税率

一般税率 特例税率

0 万円

10 万円

25 万円

65 万円

125 万円

175 万円

250 万円

400 万円

控除額

10％

15％

20％

30％

40％

45％

50％

55％

税率

0 万円

10 万円

30 万円

90 万円

190 万円

265 万円

415 万円

640 万円

控除額

10％

15％

20％

30％

40％

45％

50％

55％
税額 課税価格

課税価格

基礎控除110 万円 税率

速算表の控除額

＝

＝

－

－

－ ×（ ）

非課税財産の価額

本来の贈与によ って取得し た財産の価額

贈与によ っ て
取得し たも の
と みなさ れる
財産の価額

＋

贈与税は、個人から 土地や家屋など の財産を も ら

っ た場合に、も ら っ た方にかかる 税金です。 ま た、著

し く 低い価額で財産を 譲り 受けた場合や、債務を免除

し ても ら った場合など 、実質的に贈与と 変わら ないと

き は、贈与と みなさ れて課税さ れま す。

　 納める額（ 暦年課税）

◎課税価格

　 1 月1 日から 12 月31 日ま での1 年間にも ら っ た

財産の価額の合計額です。

贈与税の詳細については、所轄する 税務署（ 81、82ページ参照）にお問い合わせく ださ い。

贈与税（ 国税）
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　 夫婦間の居住用不動産等の贈与の特例

　 夫婦間の贈与で、次の全ての条件に該当する と き

には、基礎控除110 万円のほかに最高2,000 万円ま

でを 控除でき る 特例があり ま す。

 1 　 適用要件

①贈与時点での婚姻期間が20 年以上である こ と

②国内にある 居住用不動産又は居住用不動産を 取

得する ための資金の贈与である こ と

③贈与を 受けた 配偶者が、贈与を 受けた年の翌年

3 月15 日ま でに、当該不動産を 居住用と し て 使

用する と と も に、その後も 引き 続き 居住する 見

込みがある こ と

④過去において、同一の配偶者から 配偶者控除の

適用を 受けていないこ と

 2 　 適用を受けるための手続

こ の特例を 受ける ためには、控除の結果、納める

税額がない場合でも 、戸籍謄本、戸籍の附票の写し 、

居住用不動産を 取得し た こ と を 証する 書類な ど 必

要書類を 添付し て、税務署に申告する 必要があ り

ま す。

ただし 、こ の場合でも 不動産取得税は課税さ れます。

不動産取得税について は、4～12 ページ を ご 覧く だ

さ い。
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直系尊属から 住宅取得等資金の贈与を 受けた場
合の特例

18 歳以上の子又は孫が、令和4 年1 月1 日から 令和

5 年12 月31 日ま での間に直系尊属（ 父母や祖父母な

ど ）から 住宅取得等資金＊の贈与を 受け、一定の要件

に該当し た場合、以下の非課税限度額ま での金額に

ついて、贈与税が非課税と なり ま す。

受贈者は、適用の対象と なる 贈与を 受けた年の翌

年2 月1 日から 3 月15 日ま でに、住所地を 所轄する 税

務署に申告書等を 提出する 必要があり ま す。

＊  住宅取得等資金と は、贈与を 受けた方が、自己の居住の用

に供する 家屋の新築、取得又は増改築等の対価に充てる た

めの金銭をいいま す。

非課税限度額

① 耐震性能・ 省エネ性能・ バリ アフ リ ー性能のい

ずれかを 有する 住宅用家屋＊　 …1,000 万円

② ①以外の住宅用家屋＊　 …500 万円

＊床面積50 ㎡以上240 ㎡以下の住宅用家屋（ 合計

所得金額が1,000 万円以下の方については、下限

を 40 ㎡以上に引下げ）
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ついて、贈与税が非課税と なり ま す。

受贈者は、適用の対象と なる 贈与を 受けた年の翌

年2 月1 日から 3 月15 日ま でに、住所地を 所轄する 税

務署に申告書等を 提出する 必要があり ま す。

＊  住宅取得等資金と は、贈与を 受けた方が、自己の居住の用

に供する 家屋の新築、取得又は増改築等の対価に充てる た

めの金銭をいいま す。

非課税限度額

① 耐震性能・ 省エネ性能・ バリ アフ リ ー性能のい

ずれかを 有する 住宅用家屋＊　 …1,000 万円

② ①以外の住宅用家屋＊　 …500 万円

＊床面積50 ㎡以上240 ㎡以下の住宅用家屋（ 合計

所得金額が1,000 万円以下の方については、下限

を 40 ㎡以上に引下げ）
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 3 　 税額の計算

　（ 1）贈与税額の計算
　 　 毎年利用でき る 基礎控除110 万円＊及び複数年

にわたり 利用でき る 特別控除額2,500 万（ 前年以前
において、既にこ の特別控除額を 控除し ている 場
合は、残額が限度額と なり ま す。）を 贈与財産の課
税価格から 控除し た後の金額に、一律20％の税率
を 乗じ て算出し ま す。
＊令和6 年1月1日以後に贈与によ り 取得する 財産に係る

相続税又は贈与税について適用

（ 2）相続税額の計算
贈与者の相続時に、それま での相続時精算課税

を 適用し た贈与財産価額と 相続財産価額と を 合算
し て計算し た相続税額から 、既に納めた当該贈与
財産に係る 贈与税相当額を 控除し ま す。 その際、
相続税額から 控除し き れない贈与税相当額につい
ては、還付を受ける こ と ができ ま す。

 4 　 住宅取得等資金に係る相続時精算課税の特例
18 歳以上の子又は孫が父母又は祖父母から 住宅取

得等資金の贈与を 令和5 年12 月31 日ま でに受けた場
合、一定の要件に該当すれば、60 歳未満の父母又は
祖父母から の贈与にも 、こ の制度が適用でき ま す。

（ 注）住宅取得等資金については61 ページをご覧く ださ い。

 5 　 制度の適用を受けるための手続
　 受贈者は、適用の対象と な る 贈与を 受けた年の翌
年2 月1 日から 3 月15 日ま でに、住所地を 所轄する 税
務署に申告書等を 提出する こ と が必要です。

　 特定障害者に対する非課税

　 特定障害者が、特定障害者扶養信託契約に基づく

信託受益権の贈与を 受けた場合は、その信託財産（ 受

益権）の価格のう ち、6,000 万円（ 中軽度の知的障害者

及び障害等級2・ 3 級の精神障害者等が贈与を 受けた

場合は3,000 万円）ま では贈与税がかかり ま せん（ 一定

の手続を 要し ま す。）。
　

　 相続時精算課税

　 相続時精算課税は、贈与時に贈与財産に対する 贈

与税を 納め、そ の贈与者が亡く な っ た 時、その贈与

財産価額と 相続財産価額と を 合計し た価額を 基に計

算し た相続税額から 、既に納めた 贈与税相当額を 控

除する 方式です。
＊令和6年1月1日以後に贈与によ り 取得する 財産については、

贈与時の価額から その年分の利用でき る 基礎控除110 万円

を控除し た後の残額になり ま す。

 1 　 適用対象者
　 贈与者…60 歳以上の父母又は祖父母
　 受贈者…18 歳以上の子又は孫
　（ 注） 年齢は贈与の年の1 月1 日現在のも の

 2 　 適用対象財産等
　 贈与財産の種類・ 金額・ 贈与回数に制限はあ り ま
せん。
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消費税は、商品・ 製品の販売やサービ ス の提供など
の取引に対し て課税さ れる 税金です。 原則と し て個人
事業者と 法人が納めま すが、価格に含ま れて次々と 転
嫁さ れ、最終的には消費者が負担するこ と になり ます。
　 不動産の取引では、家屋について は、建物の譲渡
や店舗・ 事務所等の貸付けによ る 家賃収入、仲介手
数料、建築工事費など に課税さ れま す。
　 また、土地の譲渡と 貸付けについては、原則と し て非
課税と さ れていますが、次の場合などは課税さ れます。
①1 か月未満の期間を 単位と し て土地を 貸し 付ける 場合
②駐車場等の貸付けを 行う 場合

   納める額

　 中小事業者の特例

◎事業者免税点制度＊

基準期間（ 個人事業者の場合は前々年、法人の場
合 は 前 々 事 業 年 度）の 課 税 売 上 高（ 税 抜 き ）が
1,000 万円以下の事業者は、免税事業者になり ま す。

◎簡易課税制度
　 基準期間の課税売上高（ 税抜き ）が5,000 万円以
下で、簡易課税制度の適用を 受ける 旨の届出書を
事前に提出し ている 事業者は、実際の課税仕入れ
等の税額を 計算する こ と なく 、課税売上高から 仕
入控除税額＊の計算を 行う こ と ができ る 簡易課税
制度の適用を 受ける こ と ができ ま す。

＊課税期間における 課税標準額に対する 消費税額に、事業

の種類ご と に定めら れたみなし 仕入率を 掛けて計算し た

金額が仕入控除税額と なり ま す。

 （ 注） 事業者が事業者免税点制度及び簡易課税制度の適用
を 受けない課税期間中に高額特定資産の仕入れ等を
行っ た場合には、事業者免税点制度が一定期間適用さ

消費税の詳細については、所轄する 税務署（ 81、82ページ参照）にお問い合わせく ださ い。

消費税（ 国税）

×
 7.8／110 

（ 6.24／108）

＊基準期間の課税売上高が1,000 万円以下であ っ ても 、特
定期間の課税売上高が1,000 万円を 超える 場合は、事業
者免税点制度が適用さ れず、課税事業者と な り ま す（ 特
定期間と は、個人事業者は前年1 月1 日から 6 月30 日ま で
の期間、法人は原則と し て前事業年度開始の日以後6 か
月の期間を いいま す。）。

　  　 なお、特定期間における 1,000 万円の判定は、課税売上
高に代えて給与等支払額の合計額によ る こ と も でき ま す。

－×税額
課税期間の
課税売上高

（ 税抜き ）

課税期間の
課税仕入高
（ 税込み）

＝
7.8％

（ 6.24％）

◎消費税率10％（ 国分： 7.8％、地方分： 2.2％）の場合
  （ 軽減税率8％（ 国分： 6.24％、地方分： 1.76％））

 （ 注） 軽減税率の対象と なる のは、①酒類・ 外食を 除く 飲食料
品及び②定期購読契約が締結さ れた週2 回以上発行さ れ
る 新聞です。 　
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7.8％
2.2％

（ 消費税額の
22/78）

1.76％
（ 消費税額の

22/78）
地方消費税率

消費税率

合計 10.0％ 8.0％

6.24％

軽減税率税率区分 標準税率

地方消費税
　

　 消費税と 同様の取引に課税さ れま す。

　 消費税・ 地方消費税の税率

れず、課税事業者と なり ま す。 同様に、簡易課税制度
も 適用さ れま せん（ 高額特定資産と は一の取引の単位
につき 、課税仕入れに係る 支払対価の額（ 税抜き ）が
1,000 万円以上の棚卸資産等をいいま す。）。

　 申告期限と 納税

①個人の事業者は、原則と し て 1 月1 日から 12 月
31 日ま での期間分を 翌年の3 月末日ま でに税務
署に申告し て納めま す。

②法人は、原則と し て事業年度終了の日の翌日か
ら 2 か月以内に税務署に申告し て納めま す。

（ 注） 法人税の申告期限の延長の特例の適用を 受ける 法人
は、所定の届出書を 提出する こ と によ り 、申告期限
を 1 月延長する 特例の適用を受ける こ と ができ ま す。

家屋を新築し たと き

家屋を増築し たと き

家屋を取り 壊し て建て直し

たと き

土地・ 家屋を購入・ 相続・

贈与等によ り 取得し たと き

住宅ロ ーンなどのために抵

当権を設定する と き

表題登記、所有権保存登記

表題変更登記

滅失登記、表題登記、

所有権保存登記

所有権移転登記

抵当権設定登記

事     例 登記の種類

土地や家屋の所有権を 第三者に主張する た めに

は、所有権保存登記や所有権移転登記が必要です。

　 ま た、住宅ロ ーン を 利用する 際に抵当権を 設定す

る よ う な場合にも 、登記が必要と なり ま す。

登録免許税は、こ れら の登記を する と き に課税さ

れる 税金です。

　 登記の種類

登録免許税の詳細については、所轄する 税務署（ 81、82ページ参照）

又は法務局（ 83 ページ参照）にお問い合わせく ださ い。

登録免許税（ 国税）

5 8

7.8％
2.2％

（ 消費税額の
22/78）

1.76％
（ 消費税額の

22/78）
地方消費税率

消費税率

合計 10.0％ 8.0％

6.24％

軽減税率税率区分 標準税率

地方消費税
　

　 消費税と 同様の取引に課税さ れま す。

　 消費税・ 地方消費税の税率

れず、課税事業者と なり ま す。 同様に、簡易課税制度
も 適用さ れま せん（ 高額特定資産と は一の取引の単位
につき 、課税仕入れに係る 支払対価の額（ 税抜き ）が
1,000 万円以上の棚卸資産等をいいま す。）。

　 申告期限と 納税

①個人の事業者は、原則と し て 1 月1 日から 12 月
31 日ま での期間分を 翌年の3 月末日ま でに税務
署に申告し て納めま す。

②法人は、原則と し て事業年度終了の日の翌日か
ら 2 か月以内に税務署に申告し て納めま す。

（ 注） 法人税の申告期限の延長の特例の適用を 受ける 法人
は、所定の届出書を 提出する こ と によ り 、申告期限
を 1 月延長する 特例の適用を受ける こ と ができ ま す。

家屋を新築し たと き

家屋を増築し たと き

家屋を取り 壊し て建て直し

たと き

土地・ 家屋を購入・ 相続・

贈与等によ り 取得し たと き

住宅ロ ーンなどのために抵

当権を設定する と き

表題登記、所有権保存登記

表題変更登記

滅失登記、表題登記、

所有権保存登記

所有権移転登記

抵当権設定登記

事     例 登記の種類

土地や家屋の所有権を 第三者に主張する た めに

は、所有権保存登記や所有権移転登記が必要です。

　 ま た、住宅ロ ーン を 利用する 際に抵当権を 設定す

る よ う な場合にも 、登記が必要と なり ま す。

登録免許税は、こ れら の登記を する と き に課税さ

れる 税金です。

　 登記の種類

登録免許税の詳細については、所轄する 税務署（ 81、82 ページ参照）

又は法務局（ 83 ページ参照）にお問い合わせく ださ い。

登録免許税（ 国税）
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　 住宅の取得に関する軽減

自己の居住用の住宅を 新築又は取得し た場合、以

下の要件に該当し ていれば、登録免許税の軽減が受

けら れま す。

 1 　 適用要件

①個人が令和6 年3 月31 日ま でに、住宅用家屋を

新築又は取得（ 未使用のも のに限る 。）し 、自分

の住宅と し て使用する こ と

②床面積が50 ㎡以上である こ と

③新築又は取得（ 未使用のも のに限る 。）後1 年以内

に登記を する こ と

④取得する 住宅が中古住宅の場合は、新耐震基準

に適合し ている 住宅である こ と

　 た だし 、登記簿上の建築日付が昭和57 年1 月1

日以降の家屋については、新耐震基準に適合し

ている も のと みなし ま す。

5 9

税額 税率 不動産の価額等＝ ×

　 納める額

◎不動産の価額等

原則と し て、固定資産課税台帳に登録さ れた価

格です。

登記に当たっ ては、23 区内では都税事務所、そ

の他の市町村では市役所・ 町村役場で発行する 固

定資産評価証明書等が使用さ れま す。

◎税率

登記の種類によ っ て異なり ま す。 68 ページの税

率表を ご覧く ださ い。

　 納める方法

現金で納付し 、そ の領収

証書を 登記等の申請書に貼

り 付けて提出し ま す。 税額

が 3 万円以下の場合には、印

紙納付する こ と も でき ます。

　 住宅の取得に関する軽減

自己の居住用の住宅を 新築又は取得し た場合、以

下の要件に該当し ていれば、登録免許税の軽減が受

けら れま す。

 1 　 適用要件

①個人が令和6 年3 月31 日ま でに、住宅用家屋を

新築又は取得（ 未使用のも のに限る 。）し 、自分

の住宅と し て使用する こ と

②床面積が50 ㎡以上である こ と

③新築又は取得（ 未使用のも のに限る 。）後1 年以内

に登記を する こ と

④取得する 住宅が中古住宅の場合は、新耐震基準

に適合し ている 住宅である こ と

　 た だし 、登記簿上の建築日付が昭和57 年1 月1

日以降の家屋については、新耐震基準に適合し

ている も のと みなし ま す。

5 9

税額 税率 不動産の価額等＝ ×

　 納める額

◎不動産の価額等

原則と し て、固定資産課税台帳に登録さ れた価

格です。

登記に当たっ ては、23 区内では都税事務所、そ

の他の市町村では市役所・ 町村役場で発行する 固

定資産評価証明書等が使用さ れま す。

◎税率

登記の種類によ っ て異なり ま す。 68 ページの税

率表を ご覧く ださ い。

　 納める方法

現金で納付し 、その領収

証書を 登記等の申請書に貼

り 付けて提出し ま す。 税額

が 3 万円以下の場合には、印

紙納付する こ と も でき ます。
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 2 　 税率

●所有権保存登記   ＝ 0 .1％

●所有権移転登記＊ ＝ 0 .1％
＊売買又は競落によ り 取得し た場合に限り ま す。

（ 注） 一戸建ての特定認定長期優良住宅の所有権移転登記

は0.2％と なり ま す。

 3 　 軽減を 受けるための手続

軽減を 受ける ためには、区市町村長が発行する 住

宅用家屋証明書等が必要です。

　 相続登記の登録免許税の免税措置 

 1 　 相続により 土地を 取得し た方が相続登記を し な 

いで死亡し た場合の登録免許税の免税措置

個人が相続（ 相続人に対する 遺贈も 含みま す。）に

よ り 土地の所有権を 取得し た場合において 、当該個

人が当該相続によ る 当該土地の所有権の移転の登記

を 受ける 前に死亡し たと き は、平成30 年4 月１ 日か

ら 令和7 年3 月31 日ま での間に当該個人を 当該土地

の所有権の登記名義人と する ために受ける 登記につ

いては、登録免許税が課さ れま せん。

※詳し く は、法務局ホームページを ご 覧く ださ い。

 2 　 税率

68 ページの税率表にかかわら ず、税率が以下のよ

う に軽減さ れま す。

●所有権保存登記   ＝ 0 .15 ％

●所有権移転登記＊ ＝ 0.3％

●抵当権設定登記   ＝ 0 .1％
＊売買又は競落によ り 取得し た場合に限り ま す。

 3 　 軽減を 受けるための手続

軽減を 受ける ためには、区市町村長が発行する 住

宅用家屋証明書等が必要です。

なお、一度通常の税率で登記し た後で住宅用家屋

証明書等を 提出し ても 、こ の軽減の特例は受けら れ

ま せんので、ご注意く ださ い。

　 特定認定長期優良住宅の取得に関する軽減

 1 　 適用要件

①個人が令和6 年3 月31 日ま でに、特定認定長期

優良住宅を 新築又は 取得（ 未使用の も の に 限

る 。）し 、自己の居住の用に供する こ と

②住宅の新築又は取得（ 未使用のも のに限る 。）後、

1 年以内に登記を する こ と

③床面積が50 ㎡以上ある こ と

④長期優良住宅の認定を 受けている こ と
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　 登記に関する相談

　 不動産の登記については、東京法務局（ 本局・ 支局・

出張所）にお問い合わせく ださい（ 83 ページ参照）。

 2 　 不動産の価額が1 0 0 万円以下の土地を 相続によ

り 取得し た場合の登録免許税の免税措置

個人が、令和７ 年３ 月31 日ま でに、土地について

所有権の保存登記（ 不動産登記法第２ 条第10 号に規

定する 表題部所有者の相続人が受ける も のに限り ま

す。）又は相続によ る 所有権の移転登記を 受ける 場合

において、こ れら の登記に係る 登録免許税の課税標

準と なる 不動産の価額が100 万円以下であ る と き は、

その土地の所有権の保存登記又はその土地の相続に

よ る 所有権の移転登記については、登録免許税が課

さ れま せん。

※申請書の様式等について は、法務局ホ ーム ページ

を ご 覧く ださ い。
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　 登記に関する相談

　 不動産の登記については、東京法務局（ 本局・ 支局・

出張所）にお問い合わせく ださい（ 83 ページ参照）。

 2 　 不動産の価額が1 0 0 万円以下の土地を 相続によ

り 取得し た場合の登録免許税の免税措置

個人が、令和７ 年３ 月31 日ま でに、土地について

所有権の保存登記（ 不動産登記法第２ 条第10 号に規

定する 表題部所有者の相続人が受ける も のに限り ま

す。）又は相続によ る 所有権の移転登記を 受ける 場合

において、こ れら の登記に係る 登録免許税の課税標

準と なる 不動産の価額が100 万円以下であ る と き は、

その土地の所有権の保存登記又はその土地の相続に

よ る 所有権の移転登記については、登録免許税が課

さ れま せん。

※申請書の様式等について は、法務局ホ ーム ページ

を ご 覧く ださ い。
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登記の種別

先取特権の保存

付記登記、抹消回復登記、
更正、変更又は抹消登記

質権の設定

抵当権の設定

仮差押え・ 仮処分

その他の仮登記

税　 　 率登記の種別 税　 　 率

◆登録免許税の税率（ 不動産関係のみ抜粋）

不動産の価額の

不動産の価額の

不動産の価額の

不動産の価額の

不動産の価額の

不動産の価額の

0.4％

0.4％

不動産1 個につき 1,000 円

本登記の税率の2 分の1 又は、

不動産1 個につき 1,000 円

不動産の価額の

債権金額の

0.4％債権金額の

  1％

不動産の価額の   1％

0.4％

0.4％

0.2％

不動産の価額の 0.2％

 2％

債権金額又は極度金額の

 1％

0.4％

0.4％

配偶者居住権の設定の登記 不動産の価額の 0.2％

（ 注1）
（ 注2）

（ 注3）

（ 注4）

（ 注5）

表示登記には登録免許税が課税さ れま せん（ 所有権の登記がある と 、課税さ れる 場合があり ま す。）。
平成25 年4月1日から 令和8 年3月31日ま での間は、土地の売買によ る 所有権の移転は1.5％、土地の所有権の信託
は0.3％の税率が適用さ れま す。
住宅用家屋の所有権の保存若し く は移転又は住宅取得資金の貸付等にかかる 抵当権の設定登記に対する 登録免許
税の税率について、軽減措置が設けら れていま す。
長期優良住宅の普及の促進に関する 法律に規定する 認定長期優良住宅に該当する 一定の住宅（ 特定認定長期優良住宅）の
所有権移転等にかかる 登録免許税は平成21年6月4日から 令和6年3月31日までの間は、軽減措置が設けら れています。
都市の低炭素化の促進に関する 法律に規定する 低炭素建築物に該当する 一定の住宅（ 認定低炭素住宅）の所有権移
転等にかかる 登録免許税は平成24 年12 月4 日から 令和6 年3 月31日ま での間は、軽減措置が設けら れていま す。

所有権
の移転

仮登記

地上権、
永小作権、
賃借権等

所有権の保存

その他の原因

設定又は転貸

相続又は法人の合併に
よ る 移転

共有に係る 権利の分割
によ る 移転

その他の原因によ る 移転

相続（ 相続人に対する 遺贈を

含む。）又は法人の合併

債権金額又は不動産工事
費用の予算金額の

共有物（ その共有物について

有し て いた 持分に応じ た 価額

に対応する 部分に限ら れま す。）

の分割

所有権の 移転又は
所有権の 移転の 請
求権の 保全（ 相 続又
は法人の合併、共有物
の分割によ る も のを 除
く 。）
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文書の種類 印紙税額（ 1 通につき ）課税物件
番　 　 号

記載さ れた契約金額が

 　  50 万円以下のも の

 50万円を超え 100 万円以下　 〃　

 100 万円を超え 500 万円以下　 〃　

 500 万円を超え 1 千万円以下　 〃　

 1千万円を超え 5 千万円以下　 〃　

 5千万円を超え 1 億円以下　 〃　

 1 億円を超え 5 億円以下　 〃　

 5 億円を超え 10 億円以下　 〃　

 10億円を超え 50 億円以下　 〃　

  50 億円を超える も の

記載さ れた契約金額が1 万円未満のも のは非課税

【 不動産の譲渡に関する 契約書】

　 平成26 年4 月1 日～令和6 年3 月31 日ま での間に作成さ れる

不動産の譲渡に関する 契約書

　 ※  上記契約書は右記の軽減税率が適用さ れていま す。 上記

契約書以外の契約書に係る 印紙税額につき ま し ては、国

税庁ホームページ等でご確認く ださ い。

1

2

印紙税額一覧表（ 不動産関係を 中心に抜粋）（ 国税）
印紙税の詳細については、所轄する 税務署（ 81、82 ページ参照）にお問い合わせく ださ い。

【 請負に関する 契約書】

　 平成26 年4 月1 日～令和6 年3 月31 日ま での間に作成さ れる

建設業法第２ 条第1項に規定する 建設工事の請負に係る 契約に

基づき 作成さ れる 請負に関する 契約書

　 ※  上記契約書は右記の軽減税率が適用さ れていま す。 上記

契約書以外の契約書に係る 印紙税額につき ま し ては、国

税庁ホームページ等でご確認く ださ い。

記載さ れた契約金額が

 　  200 万円以下のも の

 200 万円を超え 300 万円以下　 〃　

 300 万円を超え 500 万円以下　 〃　

 500 万円を超え 1 千万円以下　 〃　

 1千万円を超え 5 千万円以下　 〃　

 5千万円を超え 1 億円以下　 〃　

 1 億円を超え 5 億円以下　 〃　

 5 億円を超え 10 億円以下　 〃　

 10億円を超え 50 億円以下　 〃　

  50 億円を超える も の

記載さ れた契約金額が1 万円未満のも のは非課税

6 4

200 円

500 円

1 千円

5 千円

1 万円

3 万円

6 万円

16 万円

32 万円

48 万円

200 円

500 円

1 千円

5 千円

1 万円

3 万円

6 万円

16 万円

32 万円

48 万円
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文書の種類 印紙税額（ 1 通につき ）課税物件
番　 　 号

記載さ れた受取金額が 

 100 万円以下のも の　   200 円

 100 万円を超え 200 万円以下のも の 400 円

 200 万円を超え 300 万円以下　 〃　  600 円

 300 万円を超え 500 万円以下　 〃　  1 千円

 500 万円を超え 1 千万円以下　 〃　  2 千円

 1千万円を超え 2 千万円以下　 〃　  4 千円

 2千万円を超え 3 千万円以下　 〃　  6 千円

 3千万円を超え 5 千万円以下　 〃　  1 万円

 5千万円を超え 1 億円以下　 〃　  2 万円

 1 億円を超え 2 億円以下　 〃　  4 万円

 2 億円を超え 3 億円以下　 〃　  6 万円

 3 億円を超え 5 億円以下　 〃　  10万円

 5 億円を超え 10 億円以下　 〃　  15万円

 10 億円を超える も の　   20万円

 受取金額の記載のないも の　   200 円

【 金銭又は有価証券の受取書】

※ 次の受取書は非課税

○記載さ れた受取金額が5 万円未満のも の

○営業に関し ないも の

○有価証券、預貯金証書など特定の文書に追記し た受取書

2　 売上代金以外の受取書

1　 売上代金に係る 受取書

200 円

17

収入印紙は、郵便局、郵便切手類販売所又は印紙売り さ ばき 所で購入でき ます。

　 印紙税は、日常の経済取引に伴っ て作成する 契約書、受取書など に課税さ れる 税金で、契約書の内容や契約金

額、受取金額など によ っ て税額が定めら れていま す。
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